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ＡＤＲ　いろいろQ　&　A　
Q1  ＡＤＲとは？

A　 裁判外の紛争解決手続です
　　ＡＤＲ法によれば「訴訟手続きによらないで民事上の紛争の解決をしようとしている紛争の当事者のために，公正な第三者が関与して，その解決を図る手続」です。
Q2　ポイントは？

1 訴訟手続きによらないで
2 民事上の紛争を
3 解決しようとしている当事者
4 公正な第三者
5 その解決を図る

Q3  種類は？
1 司法型　　　裁判所の調停など
2 行政型　　　公害等調整委員会など
3 民間型　　　①②以外のもの
Q4　裁判とADRとの違いは
1 判決を下すか　　　　合意で決めるか
2 法律を根拠にするか　合意に基づくか
3 公開か　　　　　　　非公開が多いか
Q5　ＡＤＲの特徴は？

1 簡易，迅速，廉価
2 多様な分野の専門家の知見が期待できる
3 法律上の権利義務の存否にとらわれない
認証の効果
1 時効中断効果（２５条）　手続き終了の通知から1か月以内に訴え提起
第二十五条　認証紛争解決手続によっては紛争の当事者間に和解が成立する見込みがないことを理由に手続実施者が当該認証紛争解決手続を終了した場合において、当該認証紛争解決手続の実施の依頼をした当該紛争の当事者がその旨の通知を受けた日から一月以内に当該認証紛争解決手続の目的となった請求について訴えを提起したときは、時効の中断に関しては、当該認証紛争解決手続における請求の時に、訴えの提起があったものとみなす。

２　第十九条の規定により第五条の認証がその効力を失い、かつ、当該認証がその効力を失った日に認証紛争解決手続が実施されていた紛争がある場合において、当該認証紛争解決手続の実施の依頼をした当該紛争の当事者が第十七条第三項若しくは第十八条第二項の規定による通知を受けた日又は第十九条各号に規定する事由があったことを知った日のいずれか早い日（認証紛争解決事業者の死亡により第五条の認証がその効力を失った場合にあっては、その死亡の事実を知った日）から一月以内に当該認証紛争解決手続の目的となった請求について訴えを提起したときも、前項と同様とする。

３　第五条の認証が第二十三条第一項又は第二項の規定により取り消され、かつ、その取消しの処分の日に認証紛争解決手続が実施されていた紛争がある場合において、当該認証紛争解決手続の実施の依頼をした当該紛争の当事者が同条第五項の規定による通知を受けた日又は当該処分を知った日のいずれか早い日から一月以内に当該認証紛争解決手続の目的となった請求について訴えを提起したときも、第一項と同様とする。

2 訴訟手続の中止（２６条）　　　　裁判を4か月間中止
第二十六条　紛争の当事者が和解をすることができる民事上の紛争について当該紛争の当事者間に訴訟が係属する場合において、次の各号のいずれかに掲げる事由があり、かつ、当該紛争の当事者の共同の申立てがあるときは、受訴裁判所は、四月以内の期間を定めて訴訟手続を中止する旨の決定をすることができる。

一　当該紛争について、当該紛争の当事者間において認証紛争解決手続が実施されていること。

二　前号に規定する場合のほか、当該紛争の当事者間に認証紛争解決手続によって当該紛争の解決を図る旨の合意があること。

２　受訴裁判所は、いつでも前項の決定を取り消すことができる。

３　第一項の申立てを却下する決定及び前項の規定により第一項の決定を取り消す決定に対しては、不服を申し立てることができない。

3 調停前置の特例（２７条）　　和解見込みのない場合，訴訟して可
第二十七条　民事調停法（昭和二十六年法律第二百二十二号）第二十四条の二第一項の事件又は家事事件手続法（平成二十三年法律第五十二号）第二百五十七条第一項の事件（同法第二百七十七条第一項の事件を除く。）について訴えを提起した当事者が当該訴えの提起前に当該事件について認証紛争解決手続の実施の依頼をし、かつ、当該依頼に基づいて実施された認証紛争解決手続によっては当事者間に和解が成立する見込みがないことを理由に当該認証紛争解決手続が終了した場合においては、民事調停法第二十四条の二又は家事事件手続法第二百五十七条の規定は、適用しない。この場合において、受訴裁判所は、適当であると認めるときは、職権で、事件を調停に付することができる。

4 弁護士法７２条の特例（28条）　　報酬受取り可
第二十八条　認証紛争解決事業者（認証紛争解決手続における手続実施者を含む。）は、紛争の当事者又は紛争の当事者以外の者との契約で定めるところにより、認証紛争解決手続の業務を行うことに関し、報酬を受けることができる。

弁護士会，他士業，業界団体のＡＤＲ　いろいろQ　&　A　
Q1  どのようなＡＤＲがありますか？

A　 ①士業団体　　
行政書士会，弁護士会，司法書士会，社労士会，土地家屋調査士会
2 　社団法人，財団法人
3 ＮＰＯ法人
Q2　士業の代理権

① 司法書士　　　　　140万円以下の民事紛争で代理可
2 弁理士　　　　　　知財仲裁センター等指定場所で代理可
3 土地家屋調査士　　境界ＡＤＲで，弁護士と共同受任した場合
④ 社労士　　　　　　社労士法２－１－１－４～６で代理可
Q3  片面的義務のあるＡＤＲは？
1 交通事故紛争処理センター　
　　相手方になった保険会社のみに出席義務，審査会の裁定に従う
2 金融ＡＤＲ　
　　相手方金融機関の応諾義務，手続協力義務，調停案受諾義務
弁護士会のＡＤＲ
全国３５都道府県弁護士会でしている。センター数は３８。　　　　　　　　
紛争の範囲　　売買，金銭貸借，不動産賃貸借，建築工事，交通事故，医療紛争，離婚，相続，近隣関係，会社関係，雇用関係
手続きの流れ　
１　申立　法律相談前置して→相談弁護士の紹介状添えて→申立書提出
２　有料　　10,000～20,000円
　３　相手方へ通知，期日調整（約1月）
　４　平日の業務時間内
　５　場所は弁護士会
　６　目標は，3回，3か月
目的　　「市民の身近な紛争を迅速に解決する」という紛争解決センターの目的は，他の士業を意識しているように思えます
注意事項　　あっせん手続きで相手方は応諾義務なし
　　　　　仲裁手続きには仲裁合意が必要
　　　　　あっせん手続きで和解契約書ができても強制執行はできない
データ（すべての数字はおよその数字です）
　　　　　紛争規模：　平均３１０万円。
３０万円以下の事件は２６．７%、３０万円～１００万　　円以下の事件は３５．１%、１００万円～３００万円以下の事件は２０．２%。
　　　　　期間　　：　目標は３カ月だが、実際2021年では平均１５３日ほど
件数　　：　２０２１年で全国で１０２７件（うち神奈川は１００件）
契約約４００件、不法行為薬３５０件家庭５０職場５０
　　　　　応諾率　　７０％→６５％　　解決率５３％→５１％
さまざまなＡＤＲ

金　融
東京３弁護士会金融ＡＤＲ　　　　　10,000円～　　　 　年２０件

証券金融商品あっせん相談センター　2,000～50,000円　　年７０件

日本商品先物取引協会相談センター　2,000～50,000円　　年２０件
銀行協会あっせん委員会　　　　　　　　無料　　        年１５０件
日本貸金業協会　　　　　　    　　2,000～50,000円　　年１０件以下
保　険
生命保険協会裁定審査会　　　　　　　無料　年２００件
そんぽＡＤＲセンター　　　　　　　　無料　年５００件
製　造
自動車ＰＬセンター　　　　       　無料　年１０件以下
家電製品ＰＬセンター　　　       　無料　年１０件以下
消費生活用品ＰＬセンター　       　10,000円
建築
中央建設工事紛争委員会　        　100,000円　　　　　  年３０件
住宅紛争審査会　　　　　           10,000～50,000円　　年１５０件
不動産
境界問題相談センター（土地家屋調査士）　   有料　　年７００件
筆界特定制度（法務局）　　　　     固定資産税額の２．５％　年４５００件
不動産適正取引推進機構　 　        無料　　     第１次機関からの紹介制
日本不動産仲裁機構　　　　　　    　　10,000円　　年１０件以下
医療
医療紛争相談センター　　　          　20,000円～　　年２０件
東京３弁護士会医療ＡＤＲ　          　10,000円～　　年７０件
ＩＴ
ソフトウェア紛争解決センター　　            有料　　年１０件以下
知的財産
日本知的財産仲裁センター（弁護士会・弁理士会）
　　　　　　　　　　　　　　         　100,000円　　年１０件以下
公　害
公害等調整委員会　　　          　有料　　件数未確認
原子力損害賠償紛争解決センター　　有料　　累計23,000件
災　害
仙台弁護士会震災ＡＤＲ　　　　東日本大震災後できた
熊本　　　〃　　　　　　　　　熊本地震　　〃
福岡　　　〃　　　　　　　　　九州北部豪雨　〃
交通事故
交通事故紛争処理センター　　　無料　　年６０００件
日弁連交通事故センター　　　　無料　　年１０００件
自賠責共済紛争処理機構　　　　無料　　
自転車ＡＤＲセンター　　　　　5,000円～　　年３０件
労働
都道府県労働委員会　　　　　　無料　　年３００件
都道府県労働局紛争調整委員会　無料　　年５０００件
社労士会労働紛争解決センター　1,000～10,000円　年１５０件
消費者
国民生活センター　　                       　無料　　年１５０件
公益社団法人日本消費生活アドバイザー　　5,000円～　　年６０件
観　光
立教大学観光ＡＤＲセンター
スポーツ
日本スポーツ仲裁機構　　　       　50,000円～　　　　年１０件以下
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